
会 議 結 果 報 告 書 

平成２７年１０月２１日  

会議の名称 平成２７年度第３回志木市情報公開・個人情報保護審議会 

開催日時  平成２７年９月２４日（木）１５時００分～１７時４１分 

開催場所  市役所 ３階 ミーティングルーム 

出席委員  

武藤英夫委員（会長）、竹前栄二委員、渡邊英敏委員、武藤貴洋委

員、木下武三委員、鈴木和雄委員、羽賀佳和委員、三角義明委員                

（計 ８人） 

欠席委員  大貫結子委員                   （１人） 

説明員職氏名 

（総合窓口課）榎本課長、細谷主幹、（産業観光課）醍醐参事兼課

長、伊東主任、（財政課）田中課長、松田主査、柴谷主事、（健康

づくり支援課）渋谷主幹、（事務管理課）菊池課長 

                  （計 ９人） 

議 題 

１ 諮問事項 

 ・個人情報の取扱いに係る業務の外部委託(条例第１２条) 

(1)社会保障・税番号制度事務補助業務人材派遣委託業務 

（総合窓口課） 

(2)空き店舗活用化事業補助事務委託業務（産業観光課） 

(3)志木市ふるさと応援資金の一括業務代行に関する協定 

（財政課） 

(4)柔道整復に係る療養費請求書点検業務（健康づくり支 

援課） 

２ 報告事項 

(1)「志木市個人情報保護条例」及び「志木市情報公開・個人

情報保護審議会条例」の主な改正点について(事務管理課) 

３ その他 

結 果 審議の結果、承認された。          （傍聴者 ０人） 



事務局職員 菊池課長、藤田主査 

審議内容の記録（審議経過、結論等）  

１ 開 会 

２ 会長あいさつ 

３ 議 題 

 【諮問事項】 

(1)社会保障・税番号法制度事務補助業務人材派遣委託業務の外部委託について 

「個人情報保護条例第１２条の規定による諮問」          （総合窓口課） 

 

＜説明者＞ 

本案件は、１０月から施行される番号制度に対応して、来庁者の案内等を行うための業

務委託をするものです。委託業務の内容は、事務作業としては「住基カード保有者に対し

てのお知らせの通知」、「外国人住民へ各言語別のお知らせについて、封緘作業」「通知カ

ードの返戻の整理業務」、「その他、書類のコピーや整理といった事務」。受付業務として

は、「番号制度に関し、市職員が用意したマニュアルで対応できる範囲の電話対応並びに

窓口での一次的な対応」を、委託します。 

１月からは、「個人番号カード」を希望者に対して交付しますので、「取りに来る日時の

予約受付」、「交付の際の受付や案内の業務」も委託業務となります。 

カードの交付時の、受付対応は、派遣職員が「必要書類の提示を受け記載内容を確認」

し、本人確認（なり済まし防止策）は、「来庁者が交付対象者本人であることを写真と照

合」し、行います。会場のレイアウトは、入口の一番手前のところに派遣職員を、市職員

は近くに配置する形ですので、来庁者とのトラブル等には市職員が直ちに対応できます。 

なお、個人番号カードの交付は市役所職員が直接に交付します。本件派遣職員には、マ

イナンバーの収集、パソコン操作については、直接、携わらせません。 

以上、概要について説明いたしました。 

 

＜質疑応答＞ 

会長）先ず、「個人情報の取扱いに関する特記仕様書」に関し質問をいたします。 

同第８条の個人情報の管理について第２号で「個人情報を複製又は複写しないこと。」

とありますが、本件番号制度については、その性質上「閲覧制限」も含めた方が良いと

思います。権限外の「閲覧」を防止することが必要であり、契約条文にアクセス制限を

設けることについて検討いただきたい。派遣職員等一人一人のアクセスできる範囲を明

確にしておかないと誤解が発生すると思います。 

委員）今回の委託については、電算処理も含めての委託になると思うが、何らかのＩＤや



パスワードを使ってログインして、アイコンが並んでいる画面で作業することが考えら

れるので、指定されたソフトの起動を制限するとか、指定された以外にソフトを動かす

ことを制限するといった条文が無いと不完全ではないかと思います。 

委員）若干、厳しめに作っておいて、それが業務に差し障りがあるのであれば、業務をし

ながら制限を緩めていくといった対応が良いのではないかと思います。市としてはセキ

ュリティリスクが抑えられた状況で運用できるのではないでしょうか。 

会長）誰がどのデータを見たかの記録が残ると思うが、それを見て管理者が確認するとい

う管理の流れが必要と思います。特にこの番号制度については、日本中に影響を及ぼす

可能性があるので、問題の発生防止はもちろん、何かあった時に分かるような管理シス

テムにした方が良いと思います。 

委員）最初にセイフティを作っておくのか、作業の後で市職員が作業内容をチェックする

こととするのか、もう少し詰めた方が良いと思います。 

説明者）先ほどの第８条第２号については、案として「個人情報の複製又は複写」となっ

ているところを「個人情報の閲覧、複製又は複写」ということでいかがでしょうか。 

これによる業務上の支障はないと考えますので、審議会の意見を踏まえ、適正に対応し

たいと思います。 

委員）本件の案内等を行う場所に関してですが、この業務は市役所だけで行うのですか。

市の出張所等では行わないのでしょうか。 

説明者）この委託期間については市役所のみで行いますが、４月以降は市民の利便性を考

慮し変わるかもしれません。 

委員）人材派遣仕様書の２業務内容の（６）の補助事務で、パソコンで印刷物を発行する

ということは考えられますか。 

説明者）今の時点では考えていません。 

委員）もし、リスト等の印刷をする場合は、市職員の管理下で印刷許可するしないを踏ま

えてから発行するように徹底してください。印刷権を与えると勝手に印刷物を作成し情

報を持って行ってしまうかもしれないし、見るだけでもスマートフォンで撮影すること

も考えられます。今回、初めて志木市が委託する会社なので、若干厳しめにやっていた

だければと思います。 

会長）人材派遣仕様書の６服務についてですが、派遣労働者は市役所の指揮下に入るので

あれば、報告義務があることと思うが、その旨をどこかに書いた方が良いのではないで

しょうか。 

委員）今回、電話貸与を含んでいるので、日報という形で報告義務を付けておき、トラブ

ルがあった際に、どう対応したという情報の蓄積ができるようにした方が良いと思いま

す。 

委員）派遣会社との契約に守秘義務が盛り込まれていると思うが、他に義務を追加するこ



とはできるのでしょうか。 

説明者）標準的な契約内容のものにはありますが、必要な部分については加除できます。 

委員）例えば、特別セキュリティの意識が高い人の配置をすることとか、あるいはパソコ

ン操作でミスをしないスキルレベルの高い人の配置をすることという条項を付加して

おかないと、特にこのあたりの LAN に関する話にかかわるので、一般の派遣職員が入る

のでは、この業務については怖いと思います。 

委員）電話対応も日報に記録しておいてはどうでしょうか。どのように対応したか、それ

と管理する市職員を決めるなど、総合窓口課の管理体制を作っておいた方が良いと思い

ます。 

委員）派遣職員については、従事してもらう業務についての事前研修は行うのでしょうか。 

説明者）１０月１日から派遣職員が来る予定ですが、実際の通知カードの発送まで時間が

かかるので、それまでの間に研修を実施する予定です。 

委員）今回は特殊なケースであり人も多く来ると思われるが、この窓口の数からすると混

雑するのではないでしょうか。 

委員）マイナンバー制度に関する問い合わせは、一括して総合窓口課へ来るのでしょうか。 

説明者）マイナンバー制度については、多方面に関わりがあるので、「通知カード」と「個

人番号カード」に関しては総合窓口課になります。 

委員）マイナンバー制度に関する詐欺事件が出始めているので、そういった問い合わせが

来ると思うが、業務以外の相談があった場合についても、ある程度対応できるように少

し幅を広げたマニュアルとした方が良いと思います。 

説明者）今のようなケースについては、市職員が対応することとなると思います。 

委員）派遣職員に対しては、就業してからも随時対応に関しての話し合いの場を設けてい

ただいて、問題があった場合は、きちんと事前にリストアアップしておいた方が良いと

思います。 

会長）人材派遣委託仕様書と特記仕様書については、どのように綴じられているのでしょ

うか。契約書との関係でホチキス止めして割り印をするものですか。 

説明者）実際の契約については、契約書とこれらの仕様書を添付し、まとめて作成するも

のとなります。 

 

＜結論＞ 

窓口対応のためのマニュアルを作成することと、閲覧制限や印刷権の基本的な情報管理

について仕様書に盛り込んでいただきたい。また、報告事項を設けて一日の業務内容を派

遣職員から聴取して、それらを市職員が点検して総括する必要があると考えます。 

 

 



(2)空き店舗活用化事業補助事務委託業務の外部委託について 

「個人情報保護条例第１２条の規定による諮問」          （産業観光課） 

 

＜説明者＞ 

本案件「空き店舗活用化事業制度」には、二つの柱があります。一つが、市内の空き店

舗等の貸与並びに利用を希望する人に対して行う「情報提供」（空き店舗等情報を登録台

帳に登録し、市、県及び商工会のホームページ等で公開）、二つ目が、空き店舗等を活用

し新たに事業を行う者に対し行う「改装費補助、家賃補助」（登録された空き店舗情報の

うち、商店会の区域内存在する空き店舗）です。 

委託する業務内容としては、「空き店舗等情報登録制度による空き店補情報登録申請受

付及び調査補助事務」、並びに「空き店舗等活用事業補助金にかかる補助金申請・報告受

付及び調査補助事務」です。 

具体的には、登録申請に係る事務として、空き店舗等情報登録等の申請受付、申請書及

び添付書類の審査、商工会ホームページにおける空き店舗等情報の公開のための事務、並

びに、補助金申請に係る事務として、空き店舗等活用事業補助金交付申請受付、申請書類

及び添付書類の審査、空き店舗等活用事業補助金実績報告書受付、実績報告書及び添付書

類の審査事務となります。 

委託先は、事業の趣旨から、借主貸主ともに志木市の商工会、商店会と連携を密に取っ

ていただきたいという目的もあり、「志木市商工会」を予定しています。 

委託期間は１０月１日から平成２８年３月末までで、その後、毎年の契約として継続を

予定しています。処理の区分は受付の台帳処理を電算処理する予定です。 

なお、管理する個人情報の記録内容は、住所、氏名、電話番号、登録物件、事業所名で

あり、個人情報の記録の件数は１０～２０件の間で推移しています。 

個人情報の保護に関しては、個人情報の取扱いに関する特記仕様書を設けるとともに、

留意事項として補助要件が志木市商工会に加入することとしております。なお、この業務

で取り扱う個人情報と同情報を志木市商工会が独自に取り扱うこととなりますが、情報が

混同することのないよう留意し、使用目的別の管理の徹底をお願いしています。また、審

査書類の記録の禁止ということで、添付書類は審査のための補助資料で商工会では確認す

るだけで写しや知り得た情報を受付台帳への記録を禁止しています。 

なお、個人情報の特記仕様書の第１１条第１項に本委託業務の終了時とともに「契約解

除時」にも返還、廃棄を実施することとしました。台帳は商工会で作ってもらうもので、

そのあとで産業観光課へ報告を受け、産業観光課でも台帳を作るので、同じものを突合す

るものなので、返還ではなく廃棄になると思います。 

 

 



＜質疑応答＞ 

委員）補助事務委託仕様書の４個人情報の保護の（３）審査書類の記録の禁止で、写し又

は電算に入れないとありますが、窓口になっている以上は何か残しておかないと業務が

できないのではないでしょうか。 

委員）商工会で受付して手元に書類が何も残っていないというのは、あり得ないことでは

ないでしょうか。 

説明者）補助金をもらう際に市税の滞納が無いことを要件にしているため、申請者に納税

証明書を添付してもらうこととなりますが、商工会には、その書類自体は確認するだけ

で受付と書類審査で、その後のやり取りは市で行います。コピーの禁止について、契約

仕様書にも記載してあります。 

委員）事務委託仕様書の２の（２）の②のイに前住所地で納税義務がある場合は、提出さ

せなければ、わからないのではありませんか。 

説明者）本件は、あくまでも、空き店舗を活用してもらい借店舗の利用事業者に、志木市

に根付いてもらうのが狙いの一つでもあり、商工会と連絡を密に取れるような状況にな

ってほしいということがあるので、商工会に委託したい理由です。 

会長）２件ほど質問いたします。先ず、仕様書２（２）①の「カ」に「所有権以外の権利

が設定されていること」と記述してありますが、「設定されていないこと」ではないで

しょうか。次に「当該作業場所」はどこで、作業場所を定める時にはどのようにするの

ですか。覚書とかを作るのですか。 

説明者）仕様書の件は、確認いたしました。次に作業場所は商工会で、作業担当者の一覧、

作業場所の日程を書類で提出してもらいます。 

委員）取得情報の管理として、個人情報同様の守秘義務を念のために、どこかに記載して

置いてはいかがでしょうか。 

 

＜結論＞ 

作業場所を覚書等で明確にしておくことと、そして、「どこまで、誰が、何をするのか」、

答えるところがどこか、その辺を明確にしておいた方が良いと思います。 

仕様書２（２）①の「カ」の記載内容については再度確認願います。 

なお、審査に関する資料はコピーが一切禁止であるとのことですが、管理の実務上、必

要な場合の対応等（コピー禁止の範囲）を明確にしていただくようお願いします。 

 

 

(3)志木市ふるさと応援資金の一括業務代行に関する協定について 

「個人情報保護条例第１２条の規定による諮問」           （財政課） 

 



＜説明者＞ 

本件は、志木市に対して、一万円以上のふるさと納税をしていただいた市外居住者へ、

志木市の特産品を贈呈する事業を１０月１日から開始します。事業の実施にあたりまして

は、（株）サイネックスという事業者に事業の運営を委託するものです。 

委託先の、（株）サイネックスは、官民共同事業のパイオニアとして公共サービスに民

間活力を導入して、民間の資金・ノウハウで公共事業を行うことで、財政負担なく市民に

喜ばれるような、公共サービスを実現していくことを、理念に掲げて事業を行っている会

社です。 

当該事業者は、他の市町村でふるさと納税関係の受託事業を実施しているほか、シティ

ープロモーションを行うための地域情報サイトということで、ホームページ上に「シティ

ドゥ」を運営している会社です。また、従来市町村が独自の予算で発行していた市民便利

帳につきましても、電話帳のタウンページとコラボレーションして合作した「暮らしの便

利帳」を発行しており、官民共同事業を行っています。 

ふるさと納税に関しては、８月末現在、全国で３９自治体のふるさと納税運営業務を受

託しています。県内では久喜市、入間市など３市町村が事業を実施しているところです。 

また、４月から総務省でふるさと納税のポータルサイトというもの運営を受託していま

す。 

志木市の委託内容についてですが、インターネット上で寄附の申込みから入金まで行う

受付サイトの開設・運営、寄付者への特産品の発送が中心となります。 

取扱う個人情報は、受付サイトから入力が必要となる寄附者の氏名、住所、電話番号、

メールアドレスの４点で、個人情報の取扱いにつきましては、個人情報の取扱いに関する

覚書を含めた契約を締結するものです。 

今年度の寄附件数の見込みは、過去の実績や他市町村の実績を勘案して、１０月からの

半年で１７５件を見込んでいます。 

 

＜質疑応答＞ 

委員）特産品とは、どういうものですか。 

説明者）米、洋菓子の詰め合わせ、ロードバイク、折り畳み自転車、サーキットカートの

体験、陶器、カパルのグッズ等計１４品を提供してもらい、スタートする予定です。 

会長）提供というのは、購入することでしょうか。 

説明者）市で実費を支払う形になります。 

委員）この手のネット事業は第三者の不正アクセスを受けやすいので、市として情報リス

クについて覚悟して導入してほしいと思います。 

委員）協定書の第８条の「甲又は乙に関連するＷＥＢ環境を用いた電子媒体へ転用するこ

とができるものとする。」とは、どういうことでしょうか。 



説明者）ふるさと納税に特化したホームページがいくつかありますが、サイネックス以外

のサイトにも情報が乗せられるようにするという意味です。 

委員）ふるさと納税の情報を集積しているブログサイトに、サイネックス経由でアドワー

ズ公告を出すとか、アドセンス公告を出すことが含まれるかと思います。 

会長）協定書の第６条第２項に「甲は、乙に提供した情報に係る苦情等、甲に帰責事項の

ある苦情に関し、その責任を負うものとする。」とありますが、これでは、全部、志木

市に苦情が来てしまうと思います。一義的にはサイネックスが対応して、その調べた中

で、これは志木市に責任があるということでないと、契約的におかしい、「甲は、乙に

提供した情報に係る苦情等のうち、」が良いのではないでしょうか。 

委員）これは完全委託になっているので、志木市が負わなければならないのは、苦情の中

のごく一部が志木市の責任となって、その他は受注者が対応しなければならないと思い

ますがどうでしょうか。 

会長）この協定書はすでに締結しているのでしょうか。 

説明者）７月３１日に締結しています。 

委員）例えば、サイネックスのサイト上で標記ずれだとか、例えば、コメが２㎏の表示が

あるのに１㎏しかなかったとかという場合、サイネックスの責任ではなく、志木市の責

任になるのではないでしょうか。 

会長）志木市に対する苦情が来た際に、このままだと、対応するのは志木市になるのでは

ないでしょうか。帰責事由というのは、後で調べなければわからないのではないでしょ

うか。「苦情等については乙が内容を調べて、甲に帰責事由の苦情であったら、甲が負

うものとする。」と書いた方が良いと思います。また、情報を取られてしまったときの

引責事由は、どこか書かれているのでしょうか。あるいは、乙の債務不履行とかは、ど

うなるのでしょうか。 

委員）委託して受付や商品の発送をやってくれているので、何らかのデータトラブルとか

で、サービスがストップした間に発生した苦情についても、サイネックスが責任を持っ

てもらうと、文面を作らなければいけないと思います。 

会長）契約内容に関して、緊急に協定を解約する場合、双方合意の上では解約できるが、

片方がいやである場合は解約できないのではないでしょうか。そのようなところを考え

ていただいた方が良いと思います。 

説明者）協定書については、７月３１日に締結していますが、詳細を詰めるような仕様書

をサイネックスとの間でやっていますので、今いただいた意見を踏まえ、対応できるも

のについては対応したいと思います。 

委員）第６条第１項にある「第三者からの苦情及び何らかの問題」の「何らかの問題」と

いうと、何でも問題になる可能性があるので、仕様書等の中で、もう少し具体的に定義

しておかないと、何でもかんでもこちらくるようになるのではないでしょうか。この辺



のところを詰められた方が良いと思います。 

会長）個人情報について、どのようにガードされているのか検証した方がよいと思います。

サイネックスが、どういう形で取得した情報をセキュリティ上カバーしているのか、市

で作った仕様書があってもサイネックス側からの書類が無いので、どの情報漏洩があっ

た場合、誰が責任をとるのかわかりません。 

委員）経過報告をしてほしい。次の審議会等でどのように使われて何件申請が出て、有効

活用されたとか、あまり効果が無いのならリスクが大きいので切ることも検討をすると

か、議会の場なり、審議会の場なりで判断した方が良い案件であると思います。継続し

た経過報告をしてほしい。 

 

＜結論＞ 

審議会から出された意見のうち、個人情報保護に係るものについては、覚書か仕様書等

により、明記することについて検討をお願いします。また、導入後の経過について審議会

へ報告をお願いします。 

 

 

(4)柔道整復に係る療養費請求書点検業務の外部委託について 

「個人情報保護条例第１２条の規定による諮問」       （健康づくり支援課） 

 

＜説明者＞ 

接骨院とかでかかる柔道整復の請求書、医療保険のレセプトについては、臨時職員で対

応していますが、資格点検はできても、内容点検については、できない状況にあります。 

この請求書について、専門の業者に委託して疑義のあるものについては、被保険者に調

査、点検し、その結果を保険者に報告してもらうものです。 

本件業務の流れは、請求者から国保連経由で請求書が届きますが、一旦、健康づくり支

援課で預かり、業者へ紙ベースでの請求書を渡します。そこで、施術の内容・部位等を見

ていただき、長期で同じところにかかっているとか、部位が多いとか、そういうものにつ

いてリストアップして、必要に応じて患者への確認・照会をしてもらいます。それをもと

に、市から施術者へ療養費の支払うことになります。 

 

＜質疑応答＞ 

会長）個人情報の記録の件数は、どれくらい想定していますか。 

説明者）１か月に１，０００枚を考えています。 

会長）委託業務の期間は、どれくらいですか。 

説明者）今回は、平成２８年１月から３月までを考えています。 



委員）業者の作業は庁舎内でやるのでしょうか。 

説明者）業者のオフィスで行うため、持ち出しとなります。 

委員）ということは、市の管理下に無いところで作業してもらうということですか。 

説明者）一旦、手元を離れて業者へ渡すことになります。 

委員）委託候補の業者は、どこにあるのですか。データのやり取りは、どのようにするの

ですか。 

説明者）所在地ははっきりわかりません。今の想定では、自社便又は特定親書でデータの

やり取りをします。 

委員）これに付随する資料について、支払請求書以外に、電算からの印刷とかを業者が扱

う可能性はあると思いますが、その際の破棄義務については、どのようになるのでしょ

うか。メールで送るとセキュリティの問題があります。ファックスだと転写やロール紙

の複写とか、そういったものの複製物が出る場合の破棄義務とか破棄基準とかの記載が

されていないようですが、いかがでしょうか。 

会長）業務委託に対する成果物とは何でしょうか。 

説明者）業者へ送付した申請書類等や報告書類を、市に納品してもらうものです。 

委員）扱っている情報の内容がプライベートなものなので、これらが外へ漏れた場合、転

用とか悪用と考えられるので、また作業者のセキュリティに対する倫理観も必要だし、

作業地や作業地へ運ぶ際の取扱いには、少しリスクが大きいと思います。 

会長）紛失の場合は、どちらの責任になるのでしょうか。特に移動時はどうか。 

説明者）委託先の責任になります。 

委員）紛失の際の責任の所在がわからないので、どこかに記載をした方が良いと思います。 

委員）内容について、業者が電話で確認する際に、志木市から委託を受けた人間であると

言わなければならないと思うので、情報収集の際の説明義務について明記した方が良い

と思います。 

委員）原本を渡すのでしょうか。控えは有るのですか。 

説明者）原本を渡して、控えは取っていません。 

委員）搬出、搬入中に事故等が生じ、障害が起きた場合、発注者の指示に従うこととなっ

ているが、原本が無くなってしまったら再提出させるのも大変なので、データ管理だけ

はちゃんとできるよう、自家用車を使わないとか、専門の業者に頼むとかした方が良い

と思います。 

会長）控えは無いと、紛失したこと自体が分からないのではないでしょうか。 

説明者）現物ではありませんが、国保連に打ち込みデータはあります。これにより、請求

があって件数が何点とか、点数が何点かは分かりますが、施術の内容についてはわかり

ません。 

会長）契約書なので、委託業務は何をやるとか、成果物についてはすべて返すとか、ある



いは、成果物についてはコピーしないとか。具体的に書けば良いのではないでしょうか。 

会長）水増し申請について、業者がどのように確認するのでしょうか。 

説明者）社保の方で専門的にやっている会社なので、請求された部位や回数について審査

してもらい、水増し請求についてチェックしてもらいます。 

 

＜結論＞ 

市と受託者の間で、送る情報と受ける情報の漏洩が発生した場合、どちらが責任を持つ

かを明確化と、業務委託による成果物を一定期間持っていなければならないのであれば、

破棄の時期や手法を、また、トラブルがあった際の報告義務について書面に明記するよう

お願いします。 

 

 【報告事項】 

(1)「志木市個人情報保護条例」及び「志木市情報公開・個人情報保護審議会条例」の主

な改正点について 

 

会長）以上で諮問案件４件の審議は終了いたしました。本日は、報告案件が１件ございま

すので、「志木市個人情報保護条例」及び「志木市情報公開・個人情報保護審議会条例」

の主な改正点についての報告を受けたいと思います。それでは、説明をお願いします。 

 

＜説明者＞ 

まず、「志木市個人情報保護条例」ですが、番号法の施行に伴い国が講ずることとされ

ている措置の趣旨を踏まえ、市においても必要な措置を講ずるもので、「保有特定個人情

報」と「情報提供等記録」の言葉を定義し、特定個人情報の目的外利用を明確に制限し、

また、個人に対する開示請求等の権利としての代理人について、法定代理人や病気等で本

人が来られない理由がある場合の委任代理人以外に、任意の代理人についても認めること

とし、そして、本人の特定個人情報を利用・提供した状況を見ることができるマイナポー

タルの運用が行われることなどから条例の一部を改正するものです。 

また、「志木市情報公開・個人情報保護審議会条例」ですが、こちらも番号法の施行に

伴い特定個人情報ファイルの第三者点検の制度を市においても整備するため、審議会の中

で第三者点検を行えるよう、市民の目で審査・評価する機能を持たせるものです。 

なお、対象となるのは、１０万人以上の特定個人情報ファイルで、利用する職員が５０

０人以上の場合が対象となります。このため、今すぐ審議会において審査・評価を行うこ

とは無いものと考えます。 

 

＜質疑応答＞ 



会長）基礎的なことでお聞きしたいのですが、特定個人情報保護評価の対象は、特定個人

情報ファイルを取り扱う業務とのことですが、それはどういう意味でしょうか。 

説明者）市役所で保有特定個人情報がファイル化されているデータで、データ件数が１０

万件を超え、取扱う職員が５００人以上のものについては、その内容に市民の意見を聞

くとともに、識見を有する第三者機関に審議いただくこととなりますが、その第三者の

チェック機関として当審議会において点検をいただくものです。 

委員）志木市の市民は、１０万人いかないので、点検の対象にならないのではないでしょ

うか。 

説明者）住民基本台帳の対象者は、転出、死亡した人も蓄積されていきます。将来的には

１０万人を超えると思います。 

委員）第三者点検を審議会により実施するとなっていますが、現状では委託されていませ

んので、委嘱内容の追加となるので受けるかどうかは改めて話があるのでしょうか。 

説明者）条例が議会で議決され時期が来た段階で、また、お願いできればと考えています。 

委員）これはかなり難しいですね。特定個人情報ファイルというのがわからないので、改

めてレクチャーいただく必要があると思います。 

会長）総務省の資料には、個人情報保護評価の対象は、特定個人情報ファイルを取扱う事

務と書いてありますが、ここで言う事務とは何なのでしょうか。 

説明者）事務と言いますか、仕事が発生します。今、進めていますのが住民基本台帳関係

や税関係で、システム化を図って、そのひも付きされた個人番号を管理しなくてはなら

ない業務のことになります。 

 

その他は特になし 

 

４ 閉 会 

 

 


